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証券コード　9914
2021年６月１日

株　主　各　位
仙台市若林区卸町三丁目７番地の５

株式会社 植 松 商 会
代表取締役社長 植松　誠一郎

第67回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第67回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会につきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止に向けて、株主の皆様の安全・安心

を最優先に、書面により事前の議決権行使をいただき、株主総会当日のご来場をお控えいただくよう

お願い申しあげます。

　お手数ながら、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する

賛否をご表示いただき、2021年６月17日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送ください

ますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2021年６月18日（金曜日）午前10時

２．場 所 仙台市青葉区中央四丁目６番１号

仙台国際ホテル　２階平成の間（東中）

（末尾の会場ご案内図をご参照お願いいたします。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第67期（2020年３月21日から2021年３月20日まで）事業報告及び計算書類報告の

件

決 議 事 項

　第１号議案

　第２号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

会計監査人選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告並びに計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（アドレス　http://www.uem-net.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位



2021/05/24 13:38:09 / 20700158_株式会社植松商会_招集通知（Ｃ）

「新型コロナウイルス感染症の対策に関するお知らせ」

　当社第67回定時株主総会における、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ-19）の拡大防止に向け

た当社の対応について、以下のとおりご案内させていただきます。

　株主の皆様のご理解とご協力をお願い申しあげます。

１．株主の皆様へのお願い

・株主総会へのご出席を予定されている株主様におかれましては、当日までのお身体の状態にもご留

意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願い申しあげます。

・議決権は書面でも行使することができます。

２．当社の対応について

・株主総会に出席する取締役及び運営係員は、マスクを着用してご対応させていただきます。

・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営係員がお声掛けをさせていただく場合がご

ざいますので、予めご了承お願い申しあげます。

３．ご来場される株主様へ

・株主総会会場におきましては、受付前に検温をさせていただく場合がございます。

　また、マスクのご着用やアルコール消毒液のご使用等のご協力をお願いする場合がございます。

・会場内では、席を空けてご着席をお願いする場合がございます。

今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、当社ウェブサイト（http://www.uem-

net.co.jp）にてお知らせいたします。

－ 2 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（2020年３月21日から
2021年３月20日まで）

１．会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大を受け、

企業活動の自粛や二度にわたる緊急事態宣言の発令により、社会・経済活動が大きく制限され

るなか、企業収益や景況感の悪化など、極めて厳しい環境で推移いたしました。緊急事態宣言

解除後は、段階的な経済活動の再開とともに景気回復の兆しも見られましたが、新型コロナウ

イルス感染症の再拡大が続き、収束の見通しが立たないことから、景気の先行きは不透明な状

況が続いております。

　当機械工具業界におきましても、新型コロナウイルスの感染拡大の影響は大きく、製造業で

生産調整や一時帰休などが実施され、生産・出荷量が過去最低の水準まで落ち込みましたが、

下期以降は、半導体関連や自動車関連などの生産活動の回復に伴い、一部持ち直しの動きが有

ったものの、感染再拡大の影響もあり本格的な回復には至っておりません。

　このような状況のもと、当社は時代のあらゆる変化に対応し、勝ち残ることが出来る強靭な

企業体質の構築を目指し、「利益体質の強化・利益率の改善」、「差別化政策の推進」に取り

組んでまいりました。しかし、新型コロナウイルスの感染防止対策による営業の訪問自粛や展

示会の中止等により、十分な営業活動を行えない厳しい状況となりました。

　以上の結果、当事業年度における業績は、売上高5,093百万円（前期比21.4％減）となりまし

た。

　販売費及び一般管理費におきましては、時間外賃金の抑制、出張の自粛、展示会や各種イベ

ントの中止等により、前期比12.3％減となりました。しかしながら、売上高、粗利益の減少を

カバーできるまでには至らず、営業損失54百万円（前期は営業利益17百万円）、経常損失７百

万円（前期は経常利益72百万円）となりました。

　特別損益につきましては、特別利益に投資有価証券売却益60百万円を計上しました。一方、

特別損失には減損会計における固定資産の減損損失45百万円を計上しました。

　これらの結果、当期純損失は21百万円（前期は当期純利益81百万円）となりました。

　なお、当期の期末配当金につきましては、４月28日開催の取締役会におきまして、この厳し

い環境においても日頃ご支援いただいております株主の皆様に感謝し、１株につき５円とさせ

ていただきました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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〔売上高の内訳〕 （単位：千円）

品 目
第67期（当期）

(2020.3.21～2021.3.20)
第66期（前期）

(2019.3.21～2020.3.20)
増　　減（率・％）

商

品

機 械 271,902 508,516 △236,614 （△46.5）

工 具 1,369,112 1,653,582 △284,470 （△17.2）

産 機 2,414,713 3,026,737 △612,024 （△20.2）

伝 導 機 器 486,240 591,955 △105,715 （△17.9）

そ の 他 551,617 696,367 △144,750 （△20.8）

合 計 5,093,584 6,477,157 △1,383,573 （△21.4）

②　設備投資の状況

　該当事項はありません。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第64期

(2017.3.21～2018.3.20)
第65期

(2018.3.21～2019.3.20)
第66期

(2019.3.21～2020.3.20)
第67期(当期)

(2020.3.21～2021.3.20)

売 上 高 （千円） 7,125,767 7,157,130 6,477,157 5,093,584

当 期 純 利 益 又 は 当 期
純 損 失 （ △ ） （ 千 円 ）

92,658 101,559 81,311 △21,280

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１株当たり当期純損失（△）

20円00銭 44円04銭 35円56銭 △9円31銭

総 資 産 （千円） 5,245,570 5,047,648 4,555,888 4,471,856

純 資 産 （千円） 3,006,259 2,955,226 2,775,439 2,869,886

１ 株 当 た り
純 資 産 額

648円88銭 1,292円48銭 1,213円84銭 1,255円15銭

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行済株式

総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．2018年９月21日付で普通株式２株につき１株の割合をもって株式併合を行っております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/24 13:38:09 / 20700158_株式会社植松商会_招集通知（Ｃ）

(4) 対処すべき課題

　当社は、東北における生産財の供給商社として、地域の産業開発と生活文化の向上のため、モ

ノづくりを支える努力と挑戦を続けてまいりました。今後の当社を取り巻く市場環境は、新型コ

ロナウイルス感染症の世界的拡大の影響は引続き継続し、不透明な経営環境が続くものと予想さ

れます。

　このような状況のもと当社は、創業100年にむけて永遠企業への土台創りとして、時代のあらゆ

る変化に対応し勝ち残ることができる強靭な企業体質の構築の実現を目指し、以下の対処すべき

課題に取組んでまいります。

　① 新型コロナウイルス感染症への対応

従業員及び関係者の健康・安全を守ることを最優先として、政府・地方自治体の要請内容を

遵守して、感染予防対策、感染時の対応等について「新型コロナウイルス感染予防マニュア

ル」として周知徹底し、感染リスクの低減及び事業活動の継続に取組んでまいります。な

お、新型コロナウイルスの収束時期の見通しは不透明であり、業績への影響が拡大するリス

クがあるものと認識しております。今後の動向を見極めつつ、対応してまいります。

　② 環境変化へ対応できる企業体質創り

今後予想される厳しい経営環境の中で勝ち残るためには、強みを追求し付加価値を高めて利

益率の改善に努め、部門の採算管理、収益構造の見直し、無駄の排除など労働生産性を高

め、安定した収益の確保に取組んでまいります。

　③ 企業価値の向上

上場企業としてのガバナンス強化、社会貢献活動、各種ＩＲ活動の展開に積極的に取り組ん

でおりますが、近年、事業を取り巻く変化は速く、災害や景気変動等の様々なリスクに立ち

向かう中で、企業として強くなることが求められており、社会やステークホルダーの皆様か

らも信頼される企業を目指してまいります。

　④ 優秀な人材の教育及び確保

人材が最も重要な経営資源と捉えており、企業成長を推進していくためには、人材開発・育

成が不可欠との認識の下、優秀な人材を確保して定着させ、教育の充実等により組織の活性

化を図ってまいります。

－ 5 －

対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（2021年３月20日現在）

　当社は機械、工具及び産業機械・器具の仕入販売が主な事業であり、主要取扱商品は次のとお

りであります。

区 分 主 要 商 品

機 械 金属工作機械、鍛圧機械、自動プログラミング、製缶・鉄骨機械関連

工 具
切削工具、作業工具、測定工具・機器、ツーリング工作用機器、電動工具、
空気工具、その他

産 機
原動機、油・空圧機器、コンプレッサー、省力化・合理化機器、荷役・搬送
機器、溶接機、管工機材、保管機器、環境改善機器、ＭＥ機器、化学製品、
建機、その他

伝 導 機 器 軸受、伝導機・伝導用品、変・減速機、その他
そ の 他 鋼材、ＯＡ機器、食品関連機器、家電品、季節商品、その他

(6) 主要な事業所（2021年３月20日現在）

区 分 所 在 地

本 店 仙台市若林区卸町三丁目７番地の５

営 業 所

八 戸 営 業 所（青森県八戸市）

宮 古 営 業 所（岩手県宮古市）

北 上 営 業 所（岩手県北上市）

一 関 営 業 所（岩手県一関市）

古 川 営 業 所（宮城県大崎市）

石 巻 営 業 所（宮城県石巻市）

仙 台 大 和 営 業 所（仙台市若林区）

仙 南 営 業 所（宮城県岩沼市）

福 島 営 業 所（福島県福島市）

原 町 営 業 所（宮城県岩沼市）

白 河 営 業 所（福島県白河市）

横 浜 営 業 所（神奈川県座間市）

横浜営業所東京オフィス（東京都大田区）

（注）2021年３月21日付、原町営業所を閉鎖し、仙南営業所に編入いたしました。

－ 6 －

主要な事業内容、主要な事業所
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(7) 使用人の状況（2021年３月20日現在）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

79（15）名 △4（△1） 39.8歳 13.4年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月20日現在）

　該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項
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２．株式の状況（2021年３月20日現在）

(1) 株式数 発行可能株式総数 8,360,000株

発行済株式の総数 2,286,487株（自己株式53,513株を除く）

(2) 株主数 　　　378名

(3) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

植 　 松 　 誠 一 郎 734,800株 32.14％

㈲ ヤ ス コ ー ポ レ ー シ ョ ン 388,000株 16.97％

松 井 証 券 ㈱ 152,000株 6.64％

㈱ 七 十 七 銀 行 70,000株 3.06％

㈱ 山 善 62,500株 2.73％

有 　 岡 　 容 　 子 57,800株 2.52％

小 田 嶋 　 正 　 男 56,000株 2.44％

S M B C 日 興 証 券 ㈱ 44,100株 1.92％

永 　 谷 　 春 　 香 30,000株 1.31％

永 　 谷 　 明 日 香 26,600株 1.16％

（注）１．持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．当社は、自己株式を53,513株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

(4）その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況
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３．会社役員の状況
(1) 取締役の状況（2021年３月20日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名
担 当 及 び 重 要 な
兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 植 　 松 　 誠 一 郎
営 業 推 進 部 長
株式会社ＲＤＶシステムズ社外取締役

常 務 取 締 役 菅 　 野 　 省 　 一
営 業 本 部 長
兼 技 術 部 長

取 締 役 阿 部 　 智
管 理 部 長
兼 経 理 課 長

取 締 役 千 葉 朋 之 営 業 部 長

取締役（監査等委員・常勤） 神 　 郁 夫

取締役（監査等委員） 中 　 野 　 節 　 夫

取締役（監査等委員） 尾 　 町 　 雅 　 文
尾町雅文公認会計士事務所代表
カ メ イ 株 式 会 社 社 外 取 締 役
フルテック株式会社取締役監査等委員

（注）１．取締役（監査等委員）中野節夫氏及び取締役（監査等委員）尾町雅文氏は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員・常勤）神郁夫氏及び取締役（監査等委員）尾町雅文氏は、以下のとおり、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・取締役（監査等委員・常勤）神郁夫氏は、当社の管理部に2005年３月から2014年６月まで在籍し、

通算９年にわたり決算手続並びに計算書類等の作成に従事しておりましたので、財務・会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

・取締役（監査等委員）尾町雅文氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

３．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために取締役（監査等委員）神郁夫

氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．当社は、取締役（監査等委員）中野節夫氏及び取締役（監査等委員）尾町雅文氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 執行役員の状況（2021年３月20日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

執 行 役 員 内 海 浩 章
営 業 部 長 補 佐
兼 仙 南 営 業 所 長

－ 9 －
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(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（監査等委員）神郁夫、中野節夫、尾町雅文の３氏との間で、当社定款の規定

に基づき、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。

　当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める額を限度としております。

(4) 取締役の報酬等

イ.役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2021年１月29日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。

以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の

決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針に沿うものであると判断しております。

a. 基本方針

　当社の取締役の報酬は、世間水準、会社業績および従業員とのバランス等を考慮して株主

総会決議の範囲内にて決定しておりますが、個別の報酬額の決定は、代表取締役社長の報酬

を基準として、原則として役位別に定めるものとし、取締役会の審議を踏まえ、当社全体の

業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うに適していると判断し、代表取

締役社長　植松誠一郎に決定を委任しております。

　なお、取締役の報酬限度額は、2016年６月17日開催の第62回定時株主総会において、取締

役（監査等委員である取締役を除く）について年額120,000千円以内（ただし、使用人兼務の

場合の使用人分の給与は含まない。）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役

の員数は４名です。また、監査等委員である取締役について年額25,000千円以内と決議して

おります。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名です。

b. 固定報酬

　「月額報酬」は各取締役（監査等委員を除く）の地位・職責等に応じ、職務執行の対価と

して毎月支給する定額の金銭報酬であります。

　なお、監査等委員である取締役については、それぞれの監査等委員の役割・職務の内容を

勘案し、常勤・非常勤を区別の上、監査等委員である取締役の協議により定めた金額の金銭

報酬であります。

c. 役員賞与

　「役員賞与」は、取締役の任期１年間の成果に報いる趣旨で支給する金銭報酬で、企業活

動の成果である「経常利益」の予算達成状況を指標とする業績連動報酬であります。

　取締役（監査等委員を除く）の役員賞与支給額については、指標を同じくする従業員賞与

の年間平均支給率に月額報酬を乗じて算出した金額を参考に、取締役会での審議を踏まえ、

その可否および支給内容の決定を代表取締役社長　植松誠一郎に委任しております。

－ 10 －
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　また、取締役の月額報酬と役員賞与・役員退職慰労金の報酬構成割合は決定しないが、同

業種や同規模の他企業における支給内容等を比較検証の上、従業員の支給実態に即した水準

や考え方を基調に、当社の財務状況等も踏まえて設定しております。

　常勤監査等委員については、取締役（監査等委員を除く）の役員賞与の2/3を目安として支

給しているが、非常勤の社外取締役監査等委員については独立性および透明性確保の観点か

ら支給しておりません。

　なお、当社では役員賞与は配当や内部留保とともに、その本質は会社利益の配分であると

の考え方から、その支給の可否および支給総額について毎年の株主総会に都度諮っており、

支給時期は株主総会決議後２週間以内としております。

d. 役員退職慰労金

　役員退職慰労金については、役位・在職年数等に応じた役員退職慰労金支給規程に従い、

算定し、株主総会の決議を経て取締役退任時に支給しております。

　なお、役員退職慰労金制度を廃止し業績連動的なストックオプションを導入する企業も多

いが、役員退職慰労金は取締役の報酬等の後払い的な性格を有するものであり、当社として

は導入を見送っております。

ロ.当事業年度に係る報酬等の総額

区 分
報酬等の総額
（ 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる
役員の員数
（名）固 定 報 酬

業績連動報酬
（役員賞与）

退 職 慰 労 金
繰 入 額

取締役（監査等委員
を除く）

54,550 50,250 － 4,300 4

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

15,064
(4,000)

13,764
(3,600)

－
（－）

1,300
（400）

3
（2）

合 計
（うち社外取締役）

69,614
(4,000)

64,014
(3,600)

－
（－）

5,600
（400）

7
（2）

（注）１．当事業年度におきましては使用人兼務取締役はおりません。

２．業績連動報酬（役員賞与）にかかる業績指標は経常利益であり、その当事業年度実績は7,258千円の損

失であるため、当事業年度の支給はありません。

－ 11 －
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(5) 社外役員に関する事項

①　取締役（監査等委員）　中野　節夫氏

イ．他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　　該当事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況

　　該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

　当事業年度に開催された取締役会６回の全てに、また、監査等委員会６回の全てに出席

いたしました。

　同氏は、他社における豊かな経営経験で培った高い識見から、経営の監督と経営全般へ

の助言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮しており、当事業年度におい

ては、外部目線を意識した、新たな会計監査人の評価及び選定を行っております。また、

取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を

行っており、監査等委員会において、経営体制、あるいは危機管理等に関し適宜、必要な

発言を行っております。

②　取締役（監査等委員）　尾町　雅文氏

イ．他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

尾町雅文公認会計士事務所代表であります。

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況

カメイ株式会社社外取締役であります。

フルテック株式会社取締役（監査等委員）であります。

当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

　当事業年度に開催された取締役会６回の全てに、また、監査等委員会６回の全てに出席

いたしました。

　同氏は、公認会計士としての専門知識・経験等を踏まえた見地から、当社の経営に対す

る実効性の高い監督等に十分な役割・責務を果たしており、当事業年度においては、外部

目線を意識した、新たな会計監査人の評価及び選定を行っております。また、取締役会に

おいて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており、

監査等委員会において、その有する財務・会計に対する相当程度の知見から適宜、必要な

発言を行っております。

－ 12 －
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４．会計監査人の状況
(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監

査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人である有限責任監査法人トーマツから説明を受けた当事業年度の監査計

画に係る監査時間・配員計画から見積もられた報酬額の算出根拠等について、監査業務と報酬との対

応関係が詳細かつ明瞭であることから、合理的なものであると判断いたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づ

き、当該議案を株主総会に提出いたします。

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会

計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人との間で会社法第427条第１項に定める契約の締結は行っておりません。

－ 13 －
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５．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、及びその他会社の業

務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、行動規範（コ

ンプライアンス・プログラム）を明確にして、全役職員に周知徹底させる。

② コンプライアンスの統括組織は社長を議長とする経営会議の場とし、管理部所掌の取締役を

コンプライアンス担当役員に任命し、管理部がコンプライアンス体制の構築・整備ほかその

運営にあたる。

③ 役職員に対しては、コンプライアンスに関する研修等を通じ指導し、社内の法令遵守意識の

醸成をはかる。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　経営会議議事録や稟議決裁書、役員会等における重要な意思決定及び報告に関しては、法令・

社内規程に基づき、適正に文書の作成と保存及び管理を行う。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 事業展開上考えられるリスクの予防については、毎月実施される経営会議での普遍テーマと

して取組み、同会議が統括する。

② リスクの管理については、社内規程で定めるとともに、関係部門にて必要に応じた研修等を

通じ会社全体として対応する。

③ 与信の対象・与信限度額などについての社内規程、稟議規程の遵守を徹底し、必要に応じて

リスク管理の観点から規程の見直しを行う。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の業務執行状況のチェックや情報の共有を目的とした原則週１回の役員会を継続実

施する体制を維持する。

② 定款並びに取締役会規程に定められた重要事項の決定に際しては、必要に応じて、随時取締

役会を開催し、経営の意思決定を迅速にする。

(5) 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　現在、当社において該当事項はないが、子会社設立等の際は当該体制の決議を行う。

－ 14 －
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(6) 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

　監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、必要に応じて、監

査等委員の業務補助のための使用人を置けるものとする。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性確保

に関する事項

　当該使用人の人事については、取締役と監査等委員が意見交換のうえ、決定するものとし、

原則、監査等委員会の同意を得るものとする。監査等委員は、監査等委員の職務を補助する使

用人の選任、考課に関して意見を述べることが出来るものとする。また、配置された監査等委

員の職務を補助する使用人は、その補助業務に関しては監査等委員の指揮命令下で遂行するこ

ととし、取締役からの指揮命令は受けないものとする。

(8) 取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制、その他の監査等委員への報告に関す

る体制

① 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事項が発生又は発生する恐れがあることを

発見した時、役職員による違法又は不正な行為を発見した時、直ちに監査等委員に報告する

ものとする。

② 常勤監査等委員は、取締役会及び経営会議等における重要な意思決定の過程や業務の執行状

況を把握するため、都度出席するものとする。

③ 監査等委員は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報交

換を行うなど連携をはかっていくものとする。

④ 監査等委員に報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行う

ことを禁止し、その旨を取締役及び使用人等に周知徹底する。なお、内部通報制度（企業倫

理ヘルプライン）における通報者については、解雇その他いかなる不利益な取り扱いを行っ

てはならないことを行動規範規程に定め、その保護をはかる。

(9) その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 役職員の監査等委員監査に対する社内理解を深め、監査等委員監査の環境を整備するように

努める。

② 代表取締役との意見交換を随時行うとともに、社内及び内部監査室との連携をはかり、適切

な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行をはかる。

③ 監査等委員は、法律上の判断を必要とする場合は、法律事務所等に専門的な立場からの助言

を受け、会計監査業務については、監査法人に意見を求めるなど必要な連携をはかる。

④ 監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い等を請求した場合は、当該監査等

委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用の前払い等の処

理をするものとする。

－ 15 －
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(10) 反社会的勢力排除に向けた体制

① 基本的な考え方

　当社は、社会的な秩序や健全な企業活動を脅かす反社会的勢力及び団体とは一切の関係を遮

断し、不当要求には毅然とした姿勢で対応する。

② 整備状況

　反社会的勢力から不当要求を受けた場合の社内対応部署は管理部とするほか、各部門長を責

任者として、警察や（財）暴力団追放センター等の外部専門機関と緊密に連携のうえ、組織

的に対応する。

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況
(1) 事業展開上考えられるリスク予防については、毎月実施される経営会議での普遍テーマとして

統括しており、リスク管理については、社内規程で定めるとともに、関係部門にて必要に応じ

た研修等を通じ会社全体としてリスクの低減に努めております。

(2) 財務報告に係る内部統制の整備・運用規程に基づき、全社的統制、業務プロセス及び決算財務

報告プロセス、ＩＴ統制の整備・運用の状況評価を実施し、健全化に努めております。

７．会社の支配に関する基本方針
　現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、当社としては、重要な事項として認識し

ており、株主共同の利益を守る立場から社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまい

ります。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主への利益還元の維持・向上を念頭に、安定配当に努めることを基本とし、更に長期

的な視野に立って安定的な経営基盤を確保するための内部留保を勘案して方針を決定しております。

　内部留保につきましては、財務体質の強化に努めながら積極的な事業展開と経営環境の急激な変

化に備えるとともに、新たな成長に繋がる投資などにも充当する考えであります。

　なお、剰余金の配当等の決定に関しましては、株主への機動的な利益還元を行うことを目的に取

締役会決議で行うことを定款第40条に定めております。

　これらの方針に基づき、当期末配当金につきましては、2021年４月28日開催の当社取締役会にお

きまして、１株当たり普通配当５円とすることを決議いたしました。なお、効力発生日は2021年６

月２日とさせていただきました。

－ 16 －
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貸　借　対　照　表
（2021年３月20日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品

前 払 費 用

未 収 収 益

従 業 員 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

従 業 員 長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

投 資 不 動 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

2,902,961

597,024

230,473

373,951

1,434,059

255,397

1,140

872

3,760

3,408

2,364

968

△460

1,568,895

211,138

72,066

2,198

735

123,211

12,927

8,472

4,323

4,149

1,349,284

1,210,213

16,008

7,176

39,376

4,126

50,860

32,474

△10,952

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 1,464,805

支 払 手 形 209,422
電 子 記 録 債 務 407,994
買 掛 金 725,930
リ ー ス 債 務 10,470
未 払 金 67,013
未 払 費 用 7,072
未 払 法 人 税 等 26,000
賞 与 引 当 金 9,700
そ の 他 の 流 動 負 債 1,201

固 定 負 債 137,165
退 職 給 付 引 当 金 2,379
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 57,200
リ ー ス 債 務 7,316
長 期 未 払 金 10,200
繰 延 税 金 負 債 60,069

負 債 合 計 1,601,970
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,725,615
資 本 金 1,017,550
資 本 剰 余 金 1,174,661
資 本 準 備 金 587,550
そ の 他 資 本 剰 余 金 587,111

資本準備金減少差益 587,000
自 己 株 式 処 分 差 益 111

利 益 剰 余 金 570,334
利 益 準 備 金 42,664
そ の 他 利 益 剰 余 金 527,670
固定資産圧縮積立金 17,568
別 途 積 立 金 202,000
繰 越 利 益 剰 余 金 308,102

自 己 株 式 △36,931
評 価 ・ 換 算 差 額 等 144,271

その他有価証券評価差額金 144,271
純 資 産 合 計 2,869,886

資 産 合 計 4,471,856 負 債 純 資 産 合 計 4,471,856

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －
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損　益　計　算　書

（2020年３月21日から
2021年３月20日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,093,584

売 上 原 価 4,368,204

売 上 総 利 益 725,380

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 779,984

営 業 損 失 △54,603

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,095

有 価 証 券 利 息 1,305

仕 入 割 引 37,713

不 動 産 賃 貸 収 入 1,200

雑 収 入 4,718 57,032

営 業 外 費 用

支 払 利 息 820

支 払 手 数 料 4,493

不 動 産 賃 貸 費 用 2,197

為 替 差 損 340

そ の 他 1,835 9,687

経 常 損 失 △7,258

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 60,649 60,649

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,061

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,599

減 損 損 失 45,203 48,864

税 引 前 当 期 純 利 益 4,526

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 23,636

法 人 税 等 調 整 額 2,169 25,806

当 期 純 損 失 △21,280

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 18 －
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株主資本等変動計算書

（2020年３月21日から
2021年３月20日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金

その他資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

資本準備金
減 少 差 益

自 己 株 式
処 分 差 益

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2020年３月21日　残高 1,017,550 587,550 587,000 111 42,664 18,786 202,000 396,757

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取 崩

△1,218 1,218

剰 余 金 の 配 当 △68,594

当期純損失(△) △21,280

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － △1,218 － △88,655

2021年３月20日　残高 1,017,550 587,550 587,000 111 42,664 17,568 202,000 308,102

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価
証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2020年３月21日　残高 △36,931 2,815,489 △40,050 △40,050 2,775,439

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
取 崩

－ －

剰 余 金 の 配 当 △68,594 △68,594

当期純損失(△) △21,280 △21,280

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

184,321 184,321 184,321

事業年度中の変動額合計 － △89,874 184,321 184,321 94,447

2021年３月20日　残高 △36,931 2,725,615 144,271 144,271 2,869,886

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 19 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　10年～50年

　　器具及び備品　　５年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産　　　　　定額法によっております。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

④　投資不動産　　　　　　　　　　定率法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事

業年度に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。なお、当事業年度に係る役員賞与は支給しないため、当事

業年度末において役員賞与引当金は計上しておりません。

④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

－ 20 －
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⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　当社は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、主要な取引先の減産や営業活動自粛による売上

高減少の影響を受けております。

　本感染症について、収束時期や再拡大の可能性等を正確に予測することは困難でありますが、外部情報

等を踏まえ、2022年３月期中に当該影響は徐々に収束していくものとの仮定を置いた場合、業績に与える

影響は限定的であるとして、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行ってお

ります。

　なお、今後の新型コロナウイルス感染症の広がりにともなう経済活動への影響等には不確定要素も多い

ため、仮定に変化が生じた場合、当社の経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 315,250千円

(2) 投資不動産の減価償却累計額 14,674千円

(3) 差入保証金の代用として供している資産

定期預金 16,000千円

(4) 期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、会計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたものと

みなして処理しております。

受取手形 459千円

電子記録債権 21,612千円

－ 21 －
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３．損益計算書に関する注記

減損損失

当事業年度において、当社は下記の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

宮城県大崎市 営業所 土地・建物及び構築物 32,417千円

岩手県一関市 営業所 土地・建物 11,778千円

岩手県北上市 営業所 土地・建物 847千円

宮城県刈田郡 遊休資産 土地 159千円

※地域ごとの減損損失の内訳

　・宮城県大崎市 32,417千円（内、土地28,559千円、建物3,498千円、構築物359千円）

　・岩手県一関市 11,778千円（内、土地9,261千円、建物2,517千円）

　・岩手県北上市 847千円（内、土地830千円、建物17千円）

　・宮城県刈田郡 159千円（内、土地159千円）

　当社は、管理会計上の区分（主として営業所）を基準に資産のグルーピングを行っております。

　ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については当該資産単位でグルーピングしており、また、

本社等の土地、建物、営業所との関係が明確でない資産については全体の共用資産としております。

　その結果、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる３営業所の資産及び帳簿価額に対する市場

価格が下落した遊休資産である保養所用地について減損損失を認識し、資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額45,203千円を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。正味売却価額は固定資産税評価額等を基に

算定した金額により評価しております。

－ 22 －
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,340,000株 －株 －株 2,340,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 53,513株 －株 －株 53,513株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　2020年４月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 68,594千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たりの配当額 30円00銭

・基準日 2020年３月20日

・効力発生日 2020年６月３日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　2021年４月28日開催の取締役会において次のとおり決定いたしました。

・配当金の総額 11,432千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たりの配当額 ５円00銭

・基準日 2021年３月20日

・効力発生日 2021年６月２日

－ 23 －
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５．退職給付に関する注記

（1）採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度と確定給付企業年金制度を採用しております。

（2）簡便法を適用した確定給付制度

①簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金（△は前払年金費用）の期首残高 3,082千円

退職給付費用 16,573千円

退職給付の支払額 △12,911千円

制度への拠出額 △4,364千円

退職給付引当金（△は前払年金費用）の期末残高 2,379千円

②退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

積立型制度の退職給付債務 114,025千円

年金資産 △111,645千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,379千円

退職給付引当金（△は前払年金費用） 2,379千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,379千円

③退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 16,573千円

④年金資産に関する事項

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 5.8％

株式 16.0％

その他 78.2％

合　計 100.0％

－ 24 －
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６．税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 2,968千円

未払社会保険料 680千円

未払事業税 3,197千円

投資有価証券評価損 3,020千円

役員退職慰労引当金 17,503千円

減損損失 27,238千円

貸倒引当金 3,482千円

その他 6,271千円

繰延税金資産小計 64,362千円

評価性引当額 △55,245千円

繰延税金資産合計 9,116千円

繰延税金負債

有価証券評価差額金 △61,439千円

固定資産圧縮積立金 △7,746千円

繰延税金負債合計 △69,185千円

繰延税金資産（負債）の純額 △60,069千円
 

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.9％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △15.4％

住民税等均等割額 187.5％

評価性引当額の増加 343.5％

その他 18.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 570.1％

－ 25 －
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７．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産で運用し、運転資金は主に自己資金

により充当しており、その他で必要な資金がある場合は設備投資計画等に照らして自己資金もしくはリース

で賄っております。

　受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信限度管理規程などに従い、得意先の

信用状況を継続的に把握する等、不良債権の発生リスク低減をはかっております。

　投資有価証券は、主に債券、投資信託及び取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リ

スクが存在しておりますが、定期的に時価の把握を行いリスクの低減に努めております。

　支払手形、電子記録債務及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であり、適時資金繰計画の

作成・更新を行い、流動性リスクを管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 （※） 時価（※） 差額

①現金及び預金 597,024千円 597,024千円 －千円

②受取手形 230,473 230,473 －

③電子記録債権 373,951 373,951 －

④売掛金 1,434,059 1,434,059 －

⑤投資有価証券

その他有価証券 1,204,159 1,204,159 －

⑥支払手形 (209,422) (209,422) －

⑦電子記録債務 (407,994) (407,994) －

⑧買掛金 (725,930) (725,930) －

※　負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

②受取手形、③電子記録債権、④売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

⑤投資有価証券

これらの時価について、株式、投資信託等は取引所の価格又は基準価格によっており、債券は取引所

の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

⑥支払手形、⑦電子記録債務、⑧買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

－ 26 －
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２．非上場株式（貸借対照表計上額6,054千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積

もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑤投資有価証券」には

含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 1,255円15銭

（2）１株当たり当期純損失 △9円31銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 27 －
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月12日

株式会社　植　松　商　会
取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
仙台事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 澤 田 修 一 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 澤 義 典 

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社植松商会の2020年３月21日から
2021年３月20日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監査すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

－ 28 －
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上

－ 29 －
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年３月21日から2021年３月20日までの第67期事業年度の取締役の職務の執行につ
いて監査いたしました。その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下
記の方法で監査を実施いたしました。
(1)監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、

会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、代表取締役との定例会合、各取締役との意見交
換を通じて、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。

(2)会計監査人からは、事前に監査計画の説明を受け、協議を行うとともに、監査結果の報告を受けまし
た。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月14日
株式会社　植松商会　監査等委員会

常勤監査等委員 神　　　郁　夫 

監査等委員 中　野　節　夫 

監査等委員 尾　町　雅　文 
 

（注）監査等委員中野節夫及び尾町雅文は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役で
あります。

以　上

－ 30 －

監査等委員会の監査報告



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2021/05/24 13:38:09 / 20700158_株式会社植松商会_招集通知（Ｃ）

株主総会参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。本議案において同じ。）４名全員は、本総会終結の時をもって任期

満了となります。つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について適任である旨の意見を得ております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

１

うえ

植
 

　
まつ

松
 

　
せい

誠
いち

一
ろう

郎

（ 1 9 6 0 年 ５ 月 ６ 日 生 ）

【 再　任 】

1983年４月　株式会社山善入社

1988年４月　当社入社

1990年６月　取締役経営企画室長代理

1991年４月　取締役経営企画室長

1992年４月　取締役開発部長

1994年４月　取締役環境部長

1997年６月　常務取締役環境部長

1998年６月　代表取締役副社長

兼環境部長

1999年４月　代表取締役副社長

兼営業本部長

2001年４月　代表取締役副社長

兼営業本部長兼環境部長

2003年４月　代表取締役副社長

兼営業本部長

2007年４月　代表取締役副社長

2007年６月　代表取締役社長

2017年６月　代表取締役社長

兼営業本部長兼営業推進部長

2019年４月　代表取締役社長

兼営業推進部長（現在に至る）

（重要な兼職の状況）

　株式会社ＲＤＶシステムズ社外取締役

734,800株

（取締役候補者とした理由）

　1990年６月取締役に就任し経営に携わり、1998年６月以降、代表取締役として経営方針を明確に

し、強いリーダーシップを発揮し経営を担ってきた実績から、経営管理を的確、公正かつ効率的に

遂行することができ、当社の取締役として相応しい知識と経験を有していると判断し、引き続き取

締役候補者といたしました。

－ 31 －

第１号議案取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
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候 補 者
番 号

氏　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

２

かん

菅
 

　
の

野
 

　
しょう

省
 

　
いち

一

（ 1 9 5 5 年１月 2 7 日生）

【 再　任 】

1977年４月　当社入社

1995年４月　北上営業所所長

2007年４月　執行役員技術部長

兼加工技術課長

2008年４月　執行役員技術部長

兼営業技術課長

5,900株2009年６月　取締役技術部長

2010年４月　取締役技術部長

兼営業部長

2018年６月　常務取締役技術部長

兼営業部長

2019年４月　常務取締役営業本部長

兼技術部長（現在に至る）

（取締役候補者とした理由）

　営業所長、執行役員技術部長を歴任後、2009年６月取締役に就任し経営に携わっております。技術

部長、営業部長として豊富な経験を有し、営業戦略、商品戦略などの企画立案に精通しており、当社

の取締役として相応しい知識と経験を有していると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

３

あ

阿
 

　
べ

部
 

　
 

　
 

　
さとる

智

（ 1 9 6 0 年２月 1 7 日生）

【 再　任 】

1979年７月　当社入社

2004年４月　管理部経理課長

2013年４月　管理部副部長兼経理課長

2014年６月　取締役管理部長

兼経理課長（現在に至る）

1,700株

（取締役候補者とした理由）

　経理課長、管理部副部長を歴任後、2014年６月取締役に就任し経営に携わっております。管理部長

として経理、財務、総務及び電算部門を統括してきた実績と財務・会計に関する専門的知識を有して

おり、当社の取締役として相応しい知識と経験を有していると判断し、引き続き取締役候補者といた

しました。

－ 32 －

第１号議案取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
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候 補 者
番 号

氏　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

４

ち

千
ば

葉
とも

朋
ゆき

之

（ 1 9 6 8 年９月 1 6 日生）

【 再　任 】

1988年１月　富士見産業㈱入社

1989年６月　当社入社

2006年４月　仙台営業所所長

2018年４月　執行役員

営業部長補佐兼福島営業所所長

2019年４月　執行役員営業部長

2020年６月　取締役営業部長（現在に至る）

－株

（取締役候補者とした理由）

　営業所長、執行役員営業部長を歴任後、2020年６月取締役に就任し経営に携わっております。営業

部長として営業戦略全般に関する経験・実績・見識を有していることから、当社の取締役として適任

であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 33 －

第１号議案取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
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第２号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時をもって任期満了により退任されます

ので、監査等委員会の決定に基づき、新たに霞友有限責任監査法人を会計監査人に選任することにつき、ご承認

をお願いするものであります。

　なお、監査等委員会が霞友有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、同監査法人を起用すること

により、新たな視点での監査が期待できることに加え、当社の事業規模に鑑み会計監査人に必要とされる独立性、

専門性、効率性、品質管理体制及び監査費用等を総合的に検討した結果、当社の会計監査人として適任であると

判断したためであります。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2021年４月30日現在）

名 称 霞友有限責任監査法人

事 務 所
主 た る事務所　東京都新宿区西新宿七丁目11番８号711ビル４階
その他の事務所　仙台市青葉区中央四丁目七番22号北杜学園中央６号館６階

沿 革
1984年８月　霞友監査法人設立
1990年10月　東京事務所開設
2010年１月　有限責任監査法人に移行し、名称を霞友有限責任監査法人とする。

概 要

出 資 金　　　　　　　　　　　　　　　  11百万円
構成人員　　社員（公認会計士）　　　　　　　７名
　　　　　　職員（公認会計士）　　　　　　　３名
　　　　　　その他（公認会計士試験合格者）　１名
　　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　11名
関与法人　　　　　　　　　　　　　　　　　　19法人

以上

－ 34 －

第２号議案会計監査人選任の件
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メ　　モ

－ 35 －

メモ
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定時株主総会会場のご案内

会　場　仙台市青葉区中央四丁目６番１号

電話(022)268－1111

仙台国際ホテル　２階平成の間（東中）

ＪＲ仙台駅より徒歩５分

地下鉄仙台駅南２出口より徒歩４分

仙台市役所 勾
当
台
公
園
駅

東
二
番
丁
通
り

勾当台公園

宮城県庁

定禅寺通り

三越
一
番
町
通
り

晩
翠
通
り

東北自動車道

仙台宮城ICより 広瀬通り

大町

地下鉄東西線

中央通り

あおば通駅
仙石線

広瀬通駅

仙
台
駅

地
下
鉄
南
北
線

五
橋
駅

電力ビル

藤崎

南町通り

東北大学
仙台中央郵便局

仙台トラストタワー

イオン

七十七銀行
本店

ヤマダ
電機
E-Beans

SS30

さくら野

ロフト

イムス明理会

河北新報社

仙台国際

ホテル

J
R
仙
台
駅

至
盛
岡

至
東
京

Ｎ

青葉通一番町駅

※　駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承くださいますようお願い
申しあげます。

地図


